
様式第１（第２条関係） 
 

指定申請書 
年  月  日 

収 入 
 印 紙 
 
 経済産業大臣 殿 

申請者 住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 印 
 
 

下記のとおり計量法第１６条第１項第２号ロの指定を受けたいので申請します。 
 

記 
 

１．事業の区分の略称                                     

２．指定を受けようとする工場又は事業場の名称及び所在地   

３．届出製造事業者の届出年月日                           

４．品質管理の方法 
別表中欄に掲げる

事項 
品質管理の方法（細目を含む。） 備考（申請者は記載しない

こと） 
  

 
 

 
備考 
１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 第４項の事項は、別紙に記載することができる。 

３ 指定製造事業者の指定等に関する省令第２条第２項に基づく書面を添付する

こと。 

４ 指定製造事業者の指定等に関する省令第２条第３項に基づく書面を添付する

ことができる。 

５ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合に

おいて、署名は必ず本人が自署するものとする。 

  



様式第３（第４条関係） 
 

指定製造事業者に係る調査申請書 
年  月  日 

  
   
 
 指定検定機関 殿 

申請者 住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 印 
 
 

計量法第９３条第１項の規定に基づき下記のとおり同法第１６条第１項第２号ロの指定

を受けるための品質管理の方法についての調査を受けたいので申請します。 
 

記 
 

１．事業の区分の略称                                     

２．指定を受けようとする工場又は事業場の名称及び所在地   

３．届出製造事業者の届出年月日                           

４．品質管理の方法 
別表中欄に掲げる

事項 
品質管理の方法（細目を含む。） 備考（申請者は記載しない

こと） 
  

 
 

 
備考 
１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 第４項の事項は、別紙に記載することができる。 

３ 指定製造事業者の指定等に関する省令第２条第３項に基づく書面を添付する

ことができる。 

４ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合に

おいて、署名は必ず本人が自署するものとする。 

 
 
  



様式第５（第５条関係、第１２条関係） 
 

品質管理の方法についての変更届出書 
年  月  日 

  
   
 
 経済産業大臣 殿 

申請者 住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 印 
 
 

下記のとおり品質管理の方法を変更したので、計量法第９４条第１項（計量法第１０１

条第３項において準用する法第９４条第１項）の規定に基づき届け出ます。 
 

記 
 

１．事業の区分の略称                                     

２．指定を受けた年月日 

３．工場又は事業場の名称及び所在地   

４．変更の内容及び事由                           

別表中欄に掲

げる事項 
品質管理の方法（細目を含む。） 

事  由 
変 更 前 変 更 後 

  
 

  

 
備考 
１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 第４項の事項は、別紙に記載することができる。 

３ 指定製造事業者の指定等に関する省令第５条第２項又は第１２条第５項によ

り準用する第２条第３項に基づく書面を添付することができる。 

４ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合に

おいて、署名は必ず本人が自署するものとする。 
  



様式第７（第１１条関係） 
 

外国製造事業者指定申請書 
年  月  日 

収 入 
 印 紙 
 
 経済産業大臣 殿 

申請者 住所 
氏名（名称及び代表者の氏名） 

署名 
 

下記のとおり計量法第１６条第１項第２号ロの指定を受けたいので申請します。 
 

記 
 

１．事業の区分の略称                                     

２．指定を受けようとする工場又は事業場の名称及び所在地   

３．品質管理の方法 
別表中欄に掲げる

事項 
品質管理の方法（細目を含む。） 備考（申請者は記載しない

こと） 
  

 
 

 
備考 
 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 第３項の事項は、別紙に記載することができる。 

３ 住所を証明できる書面を添付すること。 

４ 指定製造事業者の指定等に関する省令第１１条第２項により準用する第２条

第３項に基づく書面を添付することができる。 

  



様式第１０（第１４条関係） 

 

電磁的記録媒体提出票 

年  月  日 

 

経済産業大臣殿 

 

 

申請者 住所 

氏名（名称及び代表者の氏名） 署名又は印 

 

計量法第   条第   項の規定による申請（又は届出）に際し提出すべき書類に記

載すべきこととされている事項を記録した電磁的記録媒体を以下のとおり提出いたします。 

本票に添付されている電磁的記録媒体に記録された事項は、事実に相違ありません。 

１ 電磁的記録媒体に記録された事項 

２ 電磁的記録媒体と併せて提出される書類 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 法令の条項については、当該申請（又は届出）の適用条文名を記載すること。 

３ 「電磁的記録媒体に記録された事項」の欄には、電磁的記録媒体に記録されている

事項を記載するとともに、二枚以上の電磁的記録媒体を提出するときは、電磁的記録

媒体ごとに整理番号を付し、その番号ごとに記録されている事項を記載すること。 

４ 「電磁的記録媒体と併せて提出される書類」の欄には、当該申請（又は届出）の際

に本票に添付されている電磁的記録媒体に記録されている事項以外の事項を記載した

書類を提出する場合にあっては、その書類名を記載すること。 

５ 「収入印紙」の欄には、収入印紙をはることとされている書類について電磁的記録

媒体による手続を行う場合にあっては、収入印紙をはり付けること。 

６ 「署名又は印」の欄には、署名又は押印をすることとされている書類について電磁

的記録媒体による手続を行う場合にあっては、署名又は押印すること。 

７ 電磁的記録媒体には、次に掲げる事項を記載すること。 

 一 提出者の氏名又は名称 

 二 提出年月日 

８ 該当事項がない欄は、省略すること。 

 

収入 
印紙 


